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※金額については、表示単位未満を四捨五入して端数調整をしていないものが

あるため、合計等と一致しない場合があります。 
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１．令和７年度決算のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支とは 形式収支（歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額）から、翌年

度に繰り越す事業に充てるための財源を差し引いたもので、当該年度に属す

べき収入と支出の差を示しています。 

その金額の１／２以上は財政調整基金に積み立てるか、または地方債の繰

上げ償還を行うことになっており、残りは前年度繰越金として翌年度の歳入

となります。 

一般会計決算の状況

令和７年度① 令和６年度② 増減①-② 増減比

歳 入 決 算 額 Ａ 324億6,215万円 337億8,766万円 ▲13億2,551万円 ▲3.9%

歳 出 決 算 額 Ｂ 319億3,468万円 331億9,979万円 ▲12億6,511万円 ▲3.8%

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ-Ｂ 5億2,747万円 5億8,787万円 ▲6,040万円

繰 越 財 源 Ｄ 1億6,012万円 1億4,761万円 1,251万円

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ-Ｄ 3億6,735万円 4億4,026万円 ▲7,291万円

歳入決算額

324億6,215万円

歳出決算額

319億3,468万円

320億円 325億円

12億4,399万円
8億3,400万円

4億8,195万円 4億4,026万円 3億6,735万円
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一般会計決算の状況

実質収支（黒字額）の推移

翌年度繰越財源 1億6,012万円

315億円

実質収支

3億6,735万円

形式収支

5億2,747万円

実質収支 ３億６，７３５万円（前年度比７，２９１万円減） 

令和７年度一般会計の決算規模は、歳入が３２４億６，２１５万円で前年度比１３億２，５５１ 

万円（▲３．９％）の減、歳出は３１９億３，４６８万円で前年度比１２億６，５１１万円（ 

▲３．８％）の減となり、翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支は３億６，７３５万円となり

ました。 

また、普通会計における実質単年度収支は▲４億８，７２５万円となりました。 
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4,376,220
2,907,652

2,641,909

3,869,466
3,388,700

38,568,858

37,091,229
35,370,554 34,844,844 33,984,769
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市債発行額 市債残高
（単位：千円）

（市債残高）（市債発行額）

【市債残高】

令和７年度
元金償還額

令和７年度末
残　高（B）

4,248,775 33,984,769

増　　減
（B）－（Ａ）

▲860,075

会　　　計
令和６年度末
残　高（Ａ）

令和７年度
発　行　額

34,844,844 3,388,700一般会計

(単位：千円)

20.7%

23.5%

16.8%

11.9%
11.0% 11.3% 11.4% 11.5% 11.1%

10.0%

12.0%
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26.0%

17年度 20年度 27年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

実質公債費比率の推移（普通会計ベース）

《市債》 市債の現在高は前年度より ８億６，００７万円の減少  

令和７年度の一般会計の市債発行額は、消防組合負担金２億１，９５０万円の増額や、交流宿泊施

設整備事業に伴う１億９，６８０万円の増額などの一方で、地域振興基金３億３，９３０万円の皆減

や、備北クリーンセンター施設整備事業の完了による３億１，０３０万円の減額などにより、前年度

比４億８，０７７万円減の３３億８，８７０万円となりました。また、実質公債費比率は、普通交付

税の追加交付などにより令和７年度の単年度比率が改善したことなどから、３カ年平均では０．４ポ

イント改善し１１．１％となりました。 



 

３ 

 

（１）歳入決算の概要 

令和７年度の一般会計歳入決算額は、３２４億６，２１５万円（対前年度▲３．９％）となり

ました。主な歳入の増減は以下のとおりです。 

 

２．歳入決算の概要 

① 市 税 ： 個人市民税は定額減税の終了や給与改定などにより１３億３，８４２万円（２

億２３９万円増）となったものの、法人市民税は２億３３５万円（１，４２０

万円減）となり、市民税全体で１５億４，１７７万円（１億８，８１９万円

増）となった。また、固定資産税は、１９億４，３９３万円（１，３４８万円

減）、市たばこ税は２億１，０６４万円（８４７万円減）となり市税全体では前

年度比１億６，９１４万円（４．６%）増の３８億７，６３４万円。 

② 各種交付金 ： 利子割交付金６，７３８万円（４，７６９万円増）、地方消費税交付金９億 

５，７２８万円（７，１３９万円増）などにより、前年度比５，４９３万円 

（４．８％）増の１１億９，８８０万円。 

③ 地方特例交付金： 定額減税減収補てん特例交付金１９万円（１億２，４１３万円減）などにより、 

前年度比１億２，８０８万円（▲８５．７％）減の２，１３９万円。 

④ 地方交付税 ： 公共施設の管理経費の増加や給与改定に対応した算定による増額に加え、国の補 

正予算に伴う臨時経済対策費などの追加交付により、普通交付税が１２７億 

５，６６１円（１億３，１９７万円増）となった。また、特別交付税は、除雪経

費の減などにより２０億４，２３３万円（１億４，８５９万円減）となり、地方

交付税全体では前年度比１，６６２万円（▲０．１％）減の１４７億９，８９３

万円。 

⑤ 国庫支出金 ： 児童手当等交付金４億４，９０８万円（１億２，４５２万円増）となった一方で、

過年発生公共災害復旧費負担金２億４，９１０万円（７億９，００４万円減）、

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金１億８，３０６万円（４億３，０６０

万円減）などにより、前年度比 10億８，３５３万円（▲２５．７％）減の３１

億２，８７６万円。 

⑥ 県 支 出 金 ： 鳥獣被害防止総合対策交付金事業交付金８，６２８万円（６，０６３万円増）と

なった一方で、過年農地災害復旧事業補助金６，０４４万円（７，７１４万円減）、

過年農業用施設災害復旧事業補助金１億２，９２３万円（３億３，７７８万円減）

などにより、前年度比３億９００万円（▲１１．０％）減の２４億９，５２７万

円。 

⑦ 繰 入 金 ： 財政調整基金の取崩６億５，０００万円（２億５，０００万円増）、地域振興基

金の取崩１億１，８８２万円（４，１９６万円増）などにより、前年度比３億 

８，６５６万円（３９．６％）増の１３億６，３５４万円。 

⑧ 諸 収 入 ： デジタル基盤改革支援補助金２億３，０５８万円（１億２，５６７万円増）な

どにより、前年度比６，７０１万円（１４．９％）増の５億１，５８５万円。 

⑨ 市 債 ： 消防組合負担金２億４，５１０万円（２億１，９５０万円増）などの一方で、ご

み処理施設整備事業１億２，２５０万円（３億１，０３０万円減）、地域振興基金

３億３，９３０万円の皆減などにより、４億８，０７７万円（▲１２．４％）減

の３３億８，８７０万円。 

⑩ そ の 他 ： 前年度繰越金２億１，０２６万円（２，１６９万円減）などにより、前年度比

１，０３３万円（▲１．０％）減の９億８，８４５万円。 
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歳入決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

618,361 9.4 14,472

3,876,341 4.6 3,707,198

令和６年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ

▲ 0.1 14,815,549 3.3 ▲ 16,615

※各種交付金とは、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ
場利用税交付金、自動車税環境性能割交付金、交通安全対策特別交付金をいいます。

▲ 9.0

地 方 交 付 税 14,798,934

※その他とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄附金、繰越金をいいます。

▲ 10,334

市 債 3,388,700 ▲ 12.4 3,869,466

そ の 他 988,446

149,471

54,925

480.9 ▲ 128,083

1,143,877 9.0

▲ 7.9 ▲ 1,083,526

▲ 29.4 ▲ 308,995

対前年度 対前年度

▲ 4.6 169,143

国 庫 支 出 金 3,128,756 ▲ 25.7 4,212,282

県 支 出 金 2,495,269 ▲ 11.0 2,804,264

▲ 85.7地 方 特 例 交 付 金 21,388

地 方 譲 与 税

市 税

歳　入　項　目

1,198,802

令和７年度
決算額　　Ａ

各 種 交 付 金 4.8

632,833 2.3

合　　　　計 32,462,154 ▲ 3.9 33,787,657 1.5 ▲ 1,325,503

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

53,297

1,363,537

515,851

▲ 19.5

54.2

46.5 ▲ 480,766

2.7

10,707

386,557

67,012

25.1

39.6

448,839

42,590

976,980

14.9

▲ 1.0 998,780

市税 11.9%
地方譲与税 1.9%

各種交付金 3.7%

地方特例交付金 0.1%

地方交付税 45.6%
国庫支出金 9.6%

県支出金 7.7%

財産収入 0.2%

繰入金 4.2%

諸収入 1.6%
市債 10.4%

その他 3.0%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

令和２年度歳入決算額の構成比

市税 12.0%
地方譲与税 1.9%

各種交付金 3.7%

地方特例交付金 0.1%

地方交付税 45.6%
国庫支出金 9.6%

県支出金 7.7%

財産収入 0.2%

繰入金 4.2%

諸収入 1.6%
市債 10.4% その他 3.0%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

令和７年度歳入決算額の構成比
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（２）市税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

2.4

合　　　　計 3,876,341

▲ 3.9

市　税　項　目
対前年度

13.9

17.8

令和７年度
決算額　　Ａ

1,338,419

▲ 2.7 ▲ 8,473

1,136,031

1,353,586

令和６年度
決算額　　Ｂ

個 人 分

軽 自 動 車 税

市 民 税 ▲ 8.2

固 定 資 産 税

0.4

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度

▲ 13,482

▲ 14,203

3,861

4.8217,555

▲ 2.7

167,274

1,957,408

163,413

法 人 分

▲ 0.71,943,926

▲ 10.3

188,185

202,388

203,352

1,541,771

▲ 6.5

市 た ば こ 税 219,115

414

210,642

3.5 400

▲ 4.6

13,276

2.6

▲ 962入 湯 税 ▲ 0.7

鉱 産 税

12,314 ▲ 7.2

169,1434.6 3,707,198

14

3,795,981 
3,838,897 

3,886,744 

3,707,198 3,876,341 

88.9 89.4 89.0 
87.7 

92.9
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90.0
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4,000,000

4,200,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

市税決算額

市税徴収率
決算額
（千円）

個人分 34.5%

法人分 5.2%
固定資産税 50.2%

軽自動車税 4.3%

市たばこ税 5.5% その他 0.3%

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 その他

令和２年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）

決算額
（千円）

令和７年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）

《市税》 個人市民税の増により３８億７，６３４万円 
個人市民税は、前年度に実施された定額減税の終了や給与改定などの影響により、前年度比２億 

２３９万円増額となった一方で、法人市民税は前年度比１，４２０万円の減額となりました。 

また、固定資産税は、地価の下落傾向や償却資産の経過年数に伴う減価の影響などにより 

１，３４８万円の減額、市たばこ税は、消費本数の減少などにより前年度比８４７万円の減額となり

ましたが、税収全体では前年度比１億６，９１４万円（４．６％）増の３８億７，６３４万円となり

ました。 
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（３）地方交付税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）臨時財政対策債について 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税の前年度対比 (単位：千円、％)

普 通 交 付 税 12,756,609 1.0 12,624,638

14,798,934

令和７年度
決算額　　Ａ

合　　　　計

対前年度

特 別 交 付 税 2,042,325

令和６年度
決算額　　Ｂ

1.9 131,971

対前年度

差　　引
Ａ-Ｂ

地方交付税項目

▲ 16,6153.3

▲ 6.8 2,190,911 12.1 ▲ 148,586

14,815,549▲ 0.1

12,459,939 12,263,764 12,390,754 12,624,638 
12,756,609 

2,146,402 2,175,111 1,954,136 2,190,911 2,042,325

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

（単位：千円） 普通交付税 特別交付税

地方交付税の推移

臨時財政対策債の前年度対比 (単位：千円、％)

令和７年度
決算額　　Ａ

令和６年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

▲ 53.0 ▲ 37,166臨 時 財 政 対 策 債 0 ▲ 100.0 37,166

477,720 

174,252 
79,109 

37,166 0 
0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 7年度

（単位：千円）
臨時財政対策債の推移

《地方交付税》 特別交付税の減により１４７億９，８９３万円 
普通交付税は、公共施設の管理経費の増加や給与改定に対応した算定による増額に加え、国の補

正予算に伴う臨時経済対策費などの追加交付３億４，９２８万円などにより、前年度比１億 

３，１９７万円増の１２７億５，６６１万円となりました。 

また、特別交付税は、除雪経費に係る交付額の減額などにより前年度比１億４，８５９万円減の

２０億４，２３３万円となり、地方交付税全体では前年度比１，６６２万円（▲０．１％）減の 

１４７億９，８９３万円となりました。 

《臨時財政対策債》 前年度から皆減 発行額ゼロ 

臨時財政対策債は、地方税収の増加などにより平成 13 年度の制度創設以来、初めて発行額がゼ

ロとなりました。 

 



 

７ 

令和７年度の一般会計歳出決算額は、３１９億３，４６８万円（対前年度▲３．８％）となり

ました。主な歳出の増減は以下のとおりです。 

 

（１）歳出決算額（款別） 

① 議 会 費 ： 議会運営事業１，７５４万円（３，２６５万円減）などにより、前年度比 

４，１２３万円（▲１７．９％）減の１億８，９７４万円。 

② 総 務 費 ： 財産管理事業５，３１０万円（１億４，９４２万円減）などがあったが、行政情

報処理事業４億１，７７７万円（１億３，６０１万円増）、市長選挙及び市議会 

議員選挙費７，３３３万円（６，６１４万円増）などにより、前年度比２億 

４，５３８万円（６．６％）増の３９億３，９１８万円。 

③ 民 生 費 ： 児童措置事業６億９，５６５万円（１億４，３２８万円増）などがあったが、電 

力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付事業１億１，４００万円（３億 

８，５６９万円減）や、子育て支援施設整備事業２，１４９万円（２億３，４４１  

万円減）などにより、前年度比３億９，６７１万円（▲４．９％）減の７７億 

２，３６２万円。 

④ 衛 生 費 ： 水道事業４億５，１２０万円（４，９８４万円増）などがあったが、新焼却施設

整備事業２億６，３１５万円の皆減や感染症予防事業１億２，４２９万円（ 

６，３６２万円減）などにより、前年度比２億３，６６８万円（▲８．０％）減

の２７億１，６２５万円。 

 

⑤ 労 働 費 ： 中国労働金庫預託金６，８００万円、庄原地区メーデー開催費等補助金９万円の

６，８０９万円。 

⑥ 農林水産業費： 畜産振興事業８７６万円（５，５４５万円減）などがあったが、有害鳥獣処理施

設整備事業１億９，９０８万円（１億９，６１０万円増）や林業・木材産業等競

争力強化対策事業２，７６８万円（２，４２７万円増）などにより、前年度比 

７，２９５万円（３．５％）増の２１億４，１８４万円。 

⑦ 商 工 費 ： 交流宿泊施設整備事業２億３，６２８万円（２億１，８３６万円増）、企業立地対

策事業５，２９４万円（４，８０８万円増）などにより、前年度比３億２，２４

１万円（５０．５％）増の９億６，１２４万円。 

⑧ 土 木 費 ： 災害防除事業３億９，２３７万円（１億９，３１９万円増）、橋梁維持事業３億 

１，２７８万円（９，２９１万円増）などにより、前年度比１億１，１０７万円

（２．７％）増の４１億９，５８０万円。 

⑨ 消 防 費 ： 消防組合事業１２億４，３３４万円（２億９，６４４万円増）などにより、前年

度比２億６１９万円（１６．８％）増の１４億３，４２０万円。 

⑩  教 育 費 ： 交流研修施設管理運営事業９９６万円（２，６１７万円減）などがあったが、教

育振興事業１億８，０７７万円（１億３，３９９万円増）などにより、前年度比

２億７，６５７万円（１１．４％）増の２６億９，７２６万円。 

⑪  災害復旧費 ： 過年公共災害復旧事業３億９，６７３万円（９億１，５９４万円減）、過年農業

用施設災害復旧事業１億３，２２６万円（３億５，０７８万円減）などにより、

前年度比１３億３７８万円（▲６０．１％）減の８億６，４５４万円。 

⑫  公 債 費 ： 前年度比１億９３６万円（▲２．４％）減の４３億９，８６３万円。 

⑬  諸 支 出 金 ： 地域振興基金の積み立て３億５，７２０万円の皆減などにより、前年度比４億 

１，１９１万円（▲４０．５％）減の６億４２９万円。 

３．歳出決算の概要 
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歳出決算額（款別）の前年度対比 (単位：千円、％)

令和７年度 令和６年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　Ｂ 対前年度 Ａ-Ｂ

議 会 費 189,742 ▲ 17.9 230,973 15.1 ▲ 41,231

総 務 費 3,939,176 6.6 3,693,796 7.6 245,380

民 生 費 7,723,616 ▲ 4.9 8,120,321 1.7 ▲ 396,705

衛 生 費 2,716,253 ▲ 8.0 2,952,936 14.9 ▲ 236,683

労 働 費 68,090 0.0 68,090 0.0 0

農 林 水 産 業 費 2,141,842 3.5 2,068,897 ▲ 18.6 72,945

商 工 費 961,236 50.5 638,826 ▲ 34.2 322,410

土 木 費 4,195,803 2.7 4,084,735 38.6 111,068

消 防 費 1,434,202 16.8 1,228,010 5.1 206,192

教 育 費 2,697,263 11.4 2,420,696 12.9 276,567

災 害 復 旧 費 864,538 ▲ 60.1 2,168,319 ▲ 40.1 ▲ 1,303,781

公 債 費 4,398,625 ▲ 2.4 4,507,987 0.9 ▲ 109,362

諸 支 出 金 604,293 ▲ 40.5 1,016,203 81.9 ▲ 411,910

合　　　　計 31,934,679 ▲ 3.8 33,199,789 1.6 ▲ 1,265,110

歳　出　項　目

議会費

0.6%
総務費

12.3%

民生費

24.2%

衛生費

8.5%
労働費

0.2%農林水産業費

6.7%

商工費

3.0%

土木費

13.1%

消防費

4.5%

教育費

8.5%

災害復旧費

2.7%

公債費

13.8%
諸支出金

1.9%

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

災害復旧費 公債費 諸支出金

令和７年度歳出決算額（款別）の構成比
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（２）歳出決算額（性質別） 
 

① 人 件 費 ： 給与改定などにより、前年度比１億７，８２３万円（４．３％）増の４３億

５，６２２万円。 

② 物 件 費 ： 基幹業務システムの統一・標準化に伴う行政情報処理事業４億４５６万円  

（１億３，５８５万円増）、児童生徒用教育用端末更新に伴う教育振興事業 

１億４，３０４万円（１億３，４８３万円増）などにより、前年度比２億  

６，６２５万円（６．２％）増の４５億７，７３９万円。 

③ 維持補修費 ： 除雪事業５億１，６０２万円（１億６，２０４万円減）などにより、前年度

比１億５，８９７万円（▲２０．２％）減の６億２，７２２万円。 

④ 扶 助 費 ： 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付事業１億９２８万円（３億 

６，５９１万円減）、生活保護扶助事業３億５，７７２万円（３，６１８万円 

減）などにより、前年度比１億４６０万円（▲２．４％）減の４２億１，６８８

万円。 

⑤ 補 助 費 等 ： 庄原市飼料高騰対策支援金の終了により畜産振興事業７，６７３万円（ 

５，４７８万円減）などがあったが、消防本部庁舎移転整備に伴う消防組合事

業１２億４，３３４万円（２億９，６４４万円増）などにより、前年度比２億 

２，８７２万円（４．４％）増の５３億７，４１２万円。 

⑥ 普通建設事業費 ： 新焼却施設整備事業２億６，３１５万円の皆減などがあったが、交流宿泊施 

設整備事業２億３，６２８万円（２億１，８３６万円増）、有害鳥獣処理施設 

１億９，９０８万円（１億９，６１０万円増）などにより、前年度比１億 

７７５万円（２．５％）増の４４億７，０７２万円。 

⑦ 災害復旧事業費 ： 過年公共災害復旧事業３億９，６７３万円（９億１，５９４万円減）、過年 

農業用施設災害復旧事業１億３，２２６万円（３億５，０７８万円減）など 

により、前年度比１３億９０７万円（▲６０．０％）減の８億７，１４６万

円。 

⑧ 公 債 費 ： 前年度比１億９３６万円（▲２．４％）減の４３億９，８６３万円。 
 

⑨ 積 立 金 ： 地域振興基金への積み立て３億５，７２０万円の皆減などにより、前年度比４

億１，２１９万円（▲４０．６％）減の６億４０２万円。 

⑩ 貸 付 金 ： 商工振興資金融資関係事業３，４９３万円（６９１万円増）などにより、前

年度比７８７万円（６．７％）増の１億２，６０８万円。 

⑪ 繰 出 金 ： 国民健康保険特別会計繰出金３億６５万円（１，９３５万円減）、庄原市介護 

保険特別会計繰出金８億８，７６４万円（１，０４１万円減）などにより、前 

年度比１，９５４万円（▲０．９％）減の２１億２，５２４万円。 
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歳出決算額（性質別）の前年度対比 (単位：千円、％)

令和７年度 令和６年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　B 対前年度 Ａ-Ｂ

人 件 費 4,356,217 4.3 4,177,983 3.5 178,234

物 件 費 4,577,392 6.2 4,311,146 ▲ 0.7 266,246

維 持 補 修 費 627,220 ▲ 20.2 786,194 720.0 ▲ 158,974

扶 助 費 4,216,884 ▲ 2.4 4,321,480 ▲ 1.2 ▲ 104,596

補 助 費 等 5,374,122 4.4 5,145,401 6.2 228,721

普 通 建 設 事 業 費 4,470,718 2.5 4,362,973 20.3 107,745

災 害 復 旧 事 業 費 871,459 ▲ 60.0 2,180,524 ▲ 39.8 ▲ 1,309,065

公 債 費 4,398,625 ▲ 2.4 4,507,987 0.9 ▲ 109,362

積 立 金 604,015 ▲ 40.6 1,016,203 81.9 ▲ 412,188

投 資 及 び 出 資 金 186,700 47.1 126,900 309.4 59,800

貸 付 金 126,083 6.7 118,212 ▲ 1.7 7,871

繰 出 金 2,125,244 ▲ 0.9 2,144,786 ▲ 16.0 ▲ 19,542

合　　　　計 31,934,679 ▲ 3.8 33,199,789 1.6 ▲ 1,265,110

歳　出　項　目

人件費

13.6%

物件費

14.3%

維持補修費

2.0%

扶助費

13.2%補助費等

16.8%

普通建設事業費

14.0%

災害復旧事業費

2.7%

公債費

13.8%

積立金

1.9%

投資及び出資金

0.6%

貸付金

0.4% 繰出金

6.7%

人件費 物件費 維持補修費 扶助費

補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 公債費

積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金

令和７年度歳出決算額（性質別）の構成比
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 令和８年１月１日現在の住民基本台帳人口：３０，４０４人 

 令和７年１月１日現在の住民基本台帳人口：３１，１９８人 

 

 

 

 

 

◆市民一人あたりの歳入決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

3,876,341 127,494 3,707,198 118,828 8,666 7.3

632,833 20,814 618,361 19,821 993 5.0

1,198,802 39,429 1,143,877 36,665 2,764 7.5

21,388 703 149,471 4,791 ▲ 4,088 ▲ 85.3

14,798,934 486,743 14,815,549 474,888 11,855 2.5

3,128,756 102,906 4,212,282 135,018 ▲ 32,112 ▲ 23.8

2,495,269 82,070 2,804,264 89,886 ▲ 7,816 ▲ 8.7

53,297 1,753 42,590 1,365 388 28.4

1,363,537 44,847 976,980 31,315 13,532 43.2

515,851 16,967 448,839 14,387 2,580 17.9

3,388,700 111,456 3,869,466 124,029 ▲ 12,573 ▲ 10.1

988,446 32,510 998,780 32,014 496 1.5

32,462,154 1,067,694 33,787,657 1,083,007 ▲ 15,313 ▲ 1.4

◆市民一人あたりの市税決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

1,541,771 50,709 1,353,586 43,387 7,322 16.9

個 人 分 1,338,419 44,021 1,136,031 36,414 7,607 20.9

法 人 分 203,352 6,688 217,555 6,973 ▲ 285 ▲ 4.1

1,943,926 63,937 1,957,408 62,741 1,196 1.9

167,274 5,502 163,413 5,238 264 5.0

210,642 6,928 219,115 7,023 ▲ 95 ▲ 1.4

414 14 400 13 1 7.7

12,314 405 13,276 426 ▲ 21 ▲ 4.9

3,876,341 127,494 3,707,198 118,828 8,666 7.3

令和７年度 令和６年度 一人あたり前年度対比

令和７年度 一人あたり前年度対比令和６年度

市 税

歳　入　項　目

合　　　　計

そ の 他

市 債

諸 収 入

繰 入 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

各 種 交 付 金

地 方 譲 与 税

固 定 資 産 税

市 民 税

市　税　項　目

合　　　　計

入 湯 税

鉱 産 税

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

４．市民一人あたりでみる決算 
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◆市民一人あたりの歳出決算額（款別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

議 会 費 189,742 6,241 230,973 7,403 ▲ 1,162 ▲ 15.7

総 務 費 3,939,176 129,561 3,693,796 118,398 11,163 9.4

民 生 費 7,723,616 254,033 8,120,321 260,283 ▲ 6,250 ▲ 2.4

衛 生 費 2,716,253 89,339 2,952,936 94,651 ▲ 5,312 ▲ 5.6

労 働 費 68,090 2,240 68,090 2,183 57 2.6

農 林 水 産 業 費 2,141,842 70,446 2,068,897 66,315 4,131 6.2

商 工 費 961,236 31,615 638,826 20,477 11,138 54.4

土 木 費 4,195,803 138,002 4,084,735 130,929 7,073 5.4

消 防 費 1,434,202 47,171 1,228,010 39,362 7,809 19.8

教 育 費 2,697,263 88,714 2,420,696 77,591 11,123 14.3

災 害 復 旧 費 864,538 28,435 2,168,319 69,502 ▲ 41,067 ▲ 59.1

公 債 費 4,398,625 144,673 4,507,987 144,496 177 0.1

諸 支 出 金 604,293 19,875 1,016,203 32,573 ▲ 12,698 ▲ 39.0

合　　　　計 31,934,679 1,050,345 33,199,789 1,064,164 ▲ 13,819 ▲ 1.3

◆市民一人あたりの歳出決算額（性質別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

人 件 費 4,356,217 143,278 4,177,983 133,918 9,360 7.0

物 件 費 4,577,392 150,552 4,311,146 138,187 12,365 8.9

維 持 補 修 費 627,220 20,630 786,194 25,200 ▲ 4,570 ▲ 18.1

扶 助 費 4,216,884 138,695 4,321,480 138,518 177 0.1

補 助 費 等 5,374,122 176,757 5,145,401 164,927 11,830 7.2

普 通 建 設 事 業 費 4,470,718 147,044 4,362,973 139,848 7,196 5.1

災 害 復 旧 事 業 費 871,459 28,663 2,180,524 69,893 ▲ 41,230 ▲ 59.0

公 債 費 4,398,625 144,673 4,507,987 144,496 177 0.1

積 立 金 604,015 19,866 1,016,203 32,573 ▲ 12,707 ▲ 39.0

投 資 及 び 出 資 金 186,700 6,141 126,900 4,068 2,073 51.0

貸 付 金 126,083 4,147 118,212 3,789 358 9.4

繰 出 金 2,125,244 69,900 2,144,786 68,748 1,152 1.7

合　　　　計 31,934,679 1,050,345 33,199,789 1,064,164 ▲ 13,819 ▲ 1.3

歳　出　項　目
令和７年度 令和６年度 一人あたり前年度対比

歳　出　項　目
令和７年度 令和６年度 一人あたり前年度対比

◆市民一人あたりの市債残高

残高（千円） 一人あたり(円) 残高（千円） 一人あたり(円) 増減額（円） 増減率（％）

一 般 会 計 33,984,769 1,117,773 34,844,844 1,116,894 879 0.1

会　　　　計
令和７年度末 令和６年度末 一人あたり前年度対比
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参　考　資　料

（単位：千円）

国費 県費 一般財源

114,002 114,002 0 0

22,711 22,710 0 1

13,755 13,753 0 2

37,895 31,920 0 5,975

11,868 679 0 11,189

74,246 74,023 0 223

274,477 257,087 0 17,390合　　　　　計

低所得世帯臨時生活支援金事業

事業内容 事業総額

庄原市宿泊事業者臨時経営支援事業

子育て世帯支援臨時給付金事業

学校給食負担軽減臨時支援事業

庄原市なみか・ほろか臨時プレミアムポイント付与事業

物価高対応子育て応援手当支給事業

エネルギー価格・物価高騰等の影響に対する経済対策の実施状況

エネルギー価格・物価高騰などにより、市民生活や多くの事業者の経営環境に甚大な影響を及ぼし

ています。

こうした事態に対応するため、国の臨時交付金等を活用し、物価高騰等の影響を受ける世帯の生

活の支援や、事業者の経営支援等、多方面からの経済対策を実施しました。

参 考 資 料 
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（単位：千円）

特定財源 一般財源

障害者福祉　（自立支援事業など） 1,279,372 934,475 344,897

高齢者福祉　（養護老人ホーム入所措置事業など） 530,140 117,582 412,558

児童福祉　（保育所管理運営事業など） 2,134,813 792,166 1,342,647

生活保護　（生活保護扶助事業など） 325,054 277,628 47,426

その他　（社会福祉協議会支援事業など） 139,144 4,565 134,579

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

医療　（医療対策事業など） 944,925 217,258 727,667

感染症その他の疾病予防対策　（感染症予防事業など） 140,676 5,493 135,183

健康増進対策　（健康診査事業など） 114,326 2,531 111,795

7,074,515 2,736,290 4,338,225

※上記の事業費は、事務費や事務職員の人件費等を除いています。

合　　　　　計

1,466,065 384,592 1,081,473

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険

区　　　　　分 事業費
財　源　内　訳

地方消費税交付金の増収分の使途

平成26年４月１日及び令和元年10月１日の消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増収分につ

いては、その使途を明確化し、「年金、医療、介護及び少子化対策、その他の社会保障施策に要する経

費」に充てることとされています。

令和７年度分は、次のとおり、社会保障関係経費に要する一般財源の一部として活用しました。

令和７年度 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 526,065千円

参考 …地方消費税交付金総額 957,279千円

参 考 資 料 
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（単位：千円）

うち
森林環境整備基金

うち

森林環境譲与税
その他の財源

林業振興事業 林業振興に関する業務 1,029 1,028 0 1

森林経営管理事業
森林経営管理制度の運用に向けた森林
現況把握等調査業務 25,284 25,284 0 0

森林体験交流施設
管理運営事業

森林体験施設の管理運営に関する業務 4,824 4,823 0 1

循環型林業推進事
業

循環型林業の推進 35,565 35,564 0 1

観光施設管理事業 帝釈峡まほろばの里コテージ建設工事 21,745 11,810 0 9,935

企業立地対策事業 製材工場誘致に関する補助金 50,000 50,000 0 0

危険木伐採事業 市道における危険木の伐採 17,266 10,407 6,858 1

小学校施設整備事
業

永末小学校図工棟等整備工事 37,249 1,100 0 36,149

192,962 140,016 6,858 46,088合　　　　　計

主な事業内容事業名 事業総額

森林環境譲与税の使途

令和元年度に新設された森林環境譲与税は、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普

及啓発等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされています。

令和７年度においては、森林環境譲与税209,195千円のうち202,337千円及び定期預金利子６８

７千円を森林環境整備基金へ積み立てた後、基金から140,016千円を取り崩し、次の事業の財源と

して活用しました。また、森林環境譲与税のうち6,858千円は基金への積み立てを行わず、危険木伐

採事業へ活用しました。

（単位：千円）

交付額

209,195

森林環境整備基金 （単位：千円）

a b c ｄ=a+b-c

Ｒ６年度末残高 Ｒ７積立額 Ｒ７取崩額 Ｒ７年度末残高

338,315 203,024 140,016 401,323

※年度末残高には出納整理期間の増減を含みます。

森林環境譲与税

参 考 資 料 
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≪特別会計≫

特別会計決算の概要（令和７年度）

≪公営企業会計≫

公営企業会計決算の概要（令和７年度損益計算書）（単位：千円）

≪比和財産区特別会計≫

比和財産区特別会計決算の概要（令和７年度）

比 和 財 産 区 特 別 会 計 0

（単位：千円）
歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源

Ｄ
実質収支

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

当 年 度 純 利益 （純 損失 (▲ )） 42,059 478,569

982,1122,210

24,691

特 別 利 益 0

34,706

(215,115) (802,405)

503,260

(94,554)

126,566

42,059

(うち一般会計等繰入金)

営 ( 医 ) 業 費 用

介 護 保 険 特 別 会 計

合　　　　計 10,717,585

繰越財源
Ｄ

0

0

0

386

0

42,805

220

0

0184,552

17,017

244,980

0

00

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

（単位：千円）

98

10,472,605

0

17,0170

0

0

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

244,980

184,552

271,384

▲ 194,619

1,572,960

▲ 943,134

区　　　　分 病院事業

営 ( 医 ) 業 収 益 1,183,845

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 811,761

162

6,261,694

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 162

会　計　名
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

特 別 損 失 0

営 ( 医 ) 業 利 益 （ 損 失 ( ▲ ) ）

(1,021)

営 ( 医 ) 業 外 収 益

( う ち 企 業 債 支 払
利 息 及 び 取 扱 諸 費 )

営 ( 医 ) 業 外 費 用

経 常 利 益 （ 経 常 損 失 ( ▲ ) ）

0

休 日 診 療 セ ン タ ー 特 別 会 計 12,638 12,638

64,986

3,447,582国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,490,387

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

住 宅 資 金 特 別 会 計 3,226 2,840

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 19,411 19,411

64,766

386

42,805

0

0

0

0 220

0

1,378,464 1,376,611

794,744

6,077,142

53,32053,320

下水道事業

433,477

参 考 資 料 
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≪基金残高≫

各基金残高（令和７年度末） （単位：千円）
６年度末残高 ７年度末残高 ７年度中の異動

(R7.3.31) (R8.3.31)

A B C＝B-A

4,929,183 4,764,705 ▲ 164,478 4,114,705

127,727 95,705 ▲ 32,022 95,705

7,510 7,510 0 7,510

2,294 2,297 3 2,297

2,611 2,515 ▲ 96 2,419

349 295 ▲ 54 295

2,178,658 2,536,683 358,025 2,417,861

4,650 37,548 32,898 51,846

6,167 6,954 787 6,954

319,958 288,811 ▲ 31,147 235,240

242,302 541,339 299,037 401,323

10,202 10,123 ▲ 79 24,465

375,958 316,996 ▲ 58,962 244,947

0 0 0 0

590,605 617,827 27,222 638,647

60,946.92㎡ 60,946.92㎡ 0.00㎡ 60,946.92㎡

167,128 167,128 0 167,128

現 金 119,553 119,831 278 119,831

83,632 82,052 ▲ 1,580 82,052

60,946.92㎡ 60,946.92㎡ 0.00㎡ 60,946.92㎡

167,128 167,128 0 167,128

現金（ ※ ） 9,001,359 9,431,191 429,832 8,446,097

　※現金には有価証券を含む。

比 和 財 産 区 基 金

基 金 残 高 合 計

土 地

森 林 環 境 整 備 基 金

企 業 版 ふ る さ と 納 税 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

国 民 健 康 保 険 総 領 診 療 所 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

土 地 開 発 基 金

土 地

過 疎 地 域 持 続 的 発 展 基 金

基　　金　　名
【参考】令和８年
5月31日現在残高

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

ふ る さ と ・ 水 と 土 の 保 全 基 金

大 富 山 城 築 城 450 年 記 念 基 金

上 野 公 園 及 び 胸 像 管 理 基 金

妹 尾 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と 応 援 寄 附 基 金

学 校 施 設 整 備 基 金

参 考 資 料 



 

１８ 

 

◆令和７年度　性質別・目的別決算額(普通会計） （単位：千円）

歳　出　項　目 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

商 工 費 土 木 費

人 件 費 174,903 1,674,025 809,736 344,198 285,210 141,224 267,811

物 件 費 11,174 1,336,784 390,287 1,087,875 121,631 238,025 157,589

維 持 補 修 費 6,277 7,241 6,444 4,888 1,860 581,617

扶 助 費 4,176,574 2,769

補 助 費 等 3,835 715,519 266,852 969,481 90 1,289,902 205,507 501,120

普 通 建 設 事 業 費 101,484 47,968 381,251 642,951 343,431 2,284,591

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金 400,200 203,024 3

投 資 及 び 出 資 金 186,700

貸 付 金 6,000 8,630 68,000 34,933

繰 出 金 2,119,256 440

合 計 189,912 4,240,289 7,817,914 2,987,348 68,090 2,547,606 964,983 3,793,168

（単位：千円）

歳　出　項　目 消 防 費 教 育 費
災     害
復 旧 費

公 債 費 合    計

人 件 費 96,447 562,693 4,356,247

物 件 費 25,889 1,237,528 4,606,782

維 持 補 修 費 955 18,103 627,385

扶 助 費 37,541 4,216,884

補 助 費 等 1,292,292 129,911 5,374,509

普 通 建 設 事 業 費 19,388 649,654 4,470,718

災 害 復 旧 事 業 費 871,459 871,459

公 債 費 4,398,625 4,398,625

積 立 金 788 604,015

投 資 及 び 出 資 金 186,700

貸 付 金 8,520 126,083

繰 出 金 2,119,696

合 計 1,434,971 2,644,738 871,459 4,398,625 31,959,103

参 考 資 料 


